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1　はじめに

日本で広く知られたSNS（Social Network 
Service）[ 1 ]にLINE[ 2 ]がある。他にもTwitter[ 3 ]や
Facebook[ 4 ]がある中で、日本国内のLINEの利
用者数は、2018年 6 月時点で、7,600万人であ
る。実に日本の人口の59.9%がLINEを使用して
いることになる[ 5 ]。上記は、生まれたての赤
ちゃんも含むすべての日本人の人口に対する割
合であるため、物心ついた人数を分母にすると
更に使用率は上がる。つまり、多くの日本人が
コミュニケーションツールとしてLINEを利用
し、今や日本を代表する通信インフラにまで成
長したということになる。2016年 7 月には東証
一部に上場[ 6 ]し、上場時の時価総額は5,880億
円である。なぜ、インターネットを利用した無
料の通信アプリの会社であるLINEが市場から

ここまで多くの資金を調達でき、東証一部への
上場を果たしたのかということは誰もが有する
疑問であると考えられる。そこで本稿では、上
記の疑問に答えるため、サービスなどを中心に
LINEについての分析を行った後、ビジネスモ
デルとしての考察を加える。ビジネスモデルに
ついては、既存の文献などに記載されているも
のを中心に考察を加えるが、著者独自の推論も
交える。具体的には、LINEのプラットフォー
ム戦略 [ 7 ][ 8 ][ 9 ][10][11]について、既にプラット
フォームビジネスを展開しているFacebookなど
の企業の業績面を指摘した上で、そのビジネス
モデルと比較しながら、解説を加える。本稿
は、LINEの収益モデルを明らかにするための
解説論文である。

第 2 章ではLINEの歴史について紹介し、第
3 章でLINEのサービスについて触れ、第 4 章

日本で広く知られたメッセージ交換用アプリにLINEがある。LINEは無料でユーザ間の
メッセージ交換サービスを提供している。一般的に、LINEはスタンプ販売やキャラクタ
のライセンスなどのコンテンツビジネスにより収益を得ているとされている。近年では
LINEの通信機能とAI機能（Clova）を統合したスマートスピーカーの販売も行われている。
しかし、これだけのために、無料でメッセージ交換用アプリを提供し、日々ユーザの利便
性向上のために工夫をしているのだろうか。本稿では、そのような疑問に答えるため、
LINEの現在の収益モデルを分析するとともに、多くのユーザを獲得し、メッセージ交換
分野でのプラットフォームとなることによって、将来、どのような展開（ビジネス）を考
えているのかについて、プラットフォームビジネスを展開している既存の企業などの例を
示しながら、著者独自の視点から考察を加える。更に、LINE Payなどの電子決済システム
にも触れ、商品の販売から決済までを統合したプラットフォームのような、更に大きな市
場を見据えたLINEのビジネス展開についても考察する。
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でLINEの既存のビジネスモデルについて分析
して、第 5 章でLINEの今後の展開について先
行事例を紹介すると同時に著者独自の考察など
も加えながら解説を行う。そして、第 6 章で
は、まとめと今後の課題について述べる。

2　LINEの歴史

LINEは、韓国のIT企業であるNAVER[12]の
100%出資子会社である日本企業であり、2013
年 4 月にNHN　Japanが分社して誕生した。東
京の渋谷に本社がある。2011年 6 月に無料メッ
セージアプリをリリースし、現在では、コミュ
ニケーションツールとして、日本では広く知ら
れている。文献[13][14]によると、メッセージアプ
リLINEが開発されたのは、東日本大震災が
きっかけであると述べられている。東日本大震
災のときに、現地の携帯電話の回線がパンクし
てつながらなくなったが、インターネットは生
きていた。つまり、インターネットは災害に強
い通信手段なのである。これを利用してメッ
セージのやり取りができれば、災害時にも、現
地とやり取りができるという考えからである。
無料通信アプリであるLINEはリリースから 3
か月後には100万ダウンロードを達成し、半年
後には1,000万ダウンロードを達成した。上記
でも述べた通り、2018年 6 月時点では7,600万
人、実に日本人の59.9%が使用していることに
なり、欠かすことができない通信インフラのひ
とつとなっている。

3　LINEのサービス

LINEには多くのサービスがある[15]。ここで
は、その内の一部について紹介する。

3.1　LINEトーク
LINEのサービスの一番は、なんといっても

LINEトークという、無料のメッセージ交換
サービスである。メッセージ交換をすることに
より、通信相手とのコミュニケーションを実現

することができる。インターネットを利用した
チャットの応用と考えることができる。また、
このメッセージ機能は、 1 対 1 は勿論、多くの
ユーザに一斉にメッセージを送ることもでき
る。更に、テキストだけではなく、画像やスタ
ンプなども送ることができる。LINEによると、
通常、交換されたメッセージの中身をみること
はなく、通信事業者として、通信の秘密を保証
するとしている。しかし、交換されたスタンプ
などについては、ユーザが明示的に拒否しない
限り、情報を取得して、マーケットリサーチな
どに活用するとしている[16]。

3.2　ホーム・タイムライン
ホームとして、自分のブログのページを持つ

ことができる。またその内容を時系列でまとめ
てタイムラインとして公開することもできる。
タイムラインには、許可されたユーザがメッ
セージを書き込んだり、そのメッセージに対す
るレスポンスを書き込んだりすることもでき
る。ユーザのタイムラインにメッセージを書き
込むことによって、イベントの告知などを行う
ことも可能である。また、書き込んだ内容に対
するユーザの反応なども得ることができるた
め、今後の販売戦略などに活用することも可能
である。

3.3　リサーチページ
LINEトーク内で、アンケートなどを配信し

て、ユーザの反応を見るサービスである。この
サービスは、ユーザ数が多ければ多いほど効果
を発揮するが、LINEにおいては、世界で 1 億
5,000万人ともいわれるユーザがおり、マーケッ
トリサーチとしても大きな効果を発揮すると考
えられる。更に、年齢層など、回答者の属性ご
との分析も可能であるため、様々な分野への活
用が考えられる。

3.4　スマートスピーカー
近年のLINEの新たなサービスとして、AI

（Artificial Intelligence：人工知能）機能を利用
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して生活をより豊かにするサービスが提供され
ている。それが、AIアシスタント「Clova[17]」
を搭載したClova WAVE[18]やClova Friends[19]であ
る。これらの製品はいずれも、今までの必須イ
ンターフェースであったスマートフォンを用い
ずにLINEの機能を利用するものである。代わ
りにインターフェースとしてスピーカーを利用
する。このようなスピーカーをスマートスピー
カーと呼んでいる。これを利用してLINEによ
るメッセージ交換やインターネット検索、ゲー
ムなどを行うことができる。同様の機能を有す
る製品として、Google Home[20]、Amazon Echo 
Spot[21]、Apple Home Pod[22]などがある。

4　LINEのビジネスモデル

本章では、LINEの今後を展望する上で、既
存のビジネスモデル[23][24][25]について分析する。

4.1　スタンプの販売
一般に、LINEの収入源のひとつとされるの

がスタンプの販売である。メッセージのやり取
りの際にスタンプを使って感情を表現するのが
一般的で、従来からこのスタンプ販売がLINE
の収入源のひとつとされている。

4.2　アプリでの課金
ゲームなどのアプリでの課金による収入であ

る。現在、LINEのもっとも大きな収入源のひ
とつとなっている。

4.3　企業公式アカウント
LINEでは、有料で、企業に公式アカウント

を提供している。マクドナルドやローソンなど
大手企業がLINEの公式アカウントを取得して
いる。ユーザへの告知など宣伝効果は絶大であ
る。

LINEは無料でメッセージ交換を行う機能を
提供することにより、多くのユーザを獲得し、
メッセージ交換分野での主要インフラになって
いる。前述したように、最新の発表では、日本

人の59.9%がLINEを利用しているとしている。
つまり、インターネットを利用したメッセージ
交換の分野で、プラットフォームになりつつあ
るのである。このような環境を形成した現在で
は、LINEを通じた企業広告は非常に効果的な
ものとなっている。最近では、企業だけでな
く、このプラットフォームを利用した政党によ
る政策の浸透なども多く行われ、有権者の投票
活動にも大きな影響を及ぼしていると考えられ
る。

4.4　キャラクターライセンス
LINEのスタンプなどから生まれたキャラク

タをキャラクターグッズなどに適宜製品化して
販売するものである。LINEのキャラクタがデ
ザインされたマグカップやキャラクタのぬいぐ
るみなどのライセンス料を得る。今後収益が期
待される分野のひとつである。

4.5　ショッピングモール
LINE MALLとして、楽天市場[26]のような

ショッピングモールで、各企業に出店を促し、
LINEが流通を担当する。多くのユーザを獲得
したLINEを用いて、各企業が販売を行う。
モール運営と売買手数料から収益を得る。

5　今後の展開（考察）

4 章で既存のLINEの収入源について言及し
た。現在、LINEはスタンプの販売やキャラク
ターライセンスなどコンテンツビジネスを展開
している。しかし、LINEの目指すところは、
多くのユーザを獲得し、メッセージ交換などの
分野において、プラットフォームになることに
よって、このプラットフォームを利用したビジ
ネス、いわゆるプラットフォームビジネスを展
開しようとしていると考えられる[27][28][29]。事
実、LINEやTwitter、FacebookなどSNSでは、
ユーザの囲い込みが進んでいる。各社は、多く
のユーザに独占的に利用してもらうことによっ
て、直近の利益を度外視して、この分野でのプ
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ラットフォーム化を進めている。本章では、今
後急激に進むであろうプラットフォームビジネ
スの可能性について、著者独自の観点を加えな
がら考察を加え、LINEの目指すところを推測
する。

5.1　既存のプラットフォームビジネス
5.1.1　Google

既存のプラットフォームビジネスの代表例に
Google[30]がある。Googleは無料で検索エンジン
を提供し、多くのユーザを獲得している。いわ
ゆる検索のプラットフォームとなっている。こ
のようにしてユーザを集めた上で、広告を提供
し、利益を得るというビジネスモデルである。
Google以外にも無料の検索エンジンは多く存在
するが、Googleが多くのユーザの支持を得て、
この分野のプラットフォーム化に成功した。多
くのユーザがGoogleの検索結果に満足した結果
と言えよう。つまり、Googleを用いれば得たい
その情報を的確に得ることができるというよう
にユーザに認知されたのである。また、Google
の広告戦略もユーザの心をつかんだ。Google
は、検索キーワードに合わせた広告を表示する
仕組みを開発した。いわゆるキーワード広告ま
たは検索連動型広告である[31]。つまり、広告に
おいてもユーザの見たい情報を提示することに
よって、広告の対費用効果を向上しているので
ある。更に、広告を出す側である広告主の立場
からも、キーワードにより広告が表示されたと
きのみ費用を支払うことで効率的な広告を行う
ことができる仕組みも合わせて開発している。

5.1.2　Facebook
プラットフォームビジネスの代表的な例とし

てFacebookがあげられる。Facebookは、企業や
個人が自らの最近の情報を互いに発信し、友達
などの近況や、企業に関する情報をユーザが無
料で得るという仕組みで、14.5億人もの人々が
毎日利用していると言われている。つまり
Facebookは、この分野でのプラットフォーム化
に成功したのである。これだけ多くのユーザを

集めることができれば、獲得したユーザに対し
て広告を提供することは企業にとっても魅力的
である。また、SNSの特性から、毎日チェック
しているユーザも多く、この点も企業が広告を
提供する魅力のひとつとなっていると考えられ
る。この企業からの広告収入がFacebookの大き
な収入源となっている。

5.1.3　AMAZON.COM
今まで、プラットフォームビジネスとして、

多くのユーザを集めて、広告収入で収益を得る
というビジネスモデルについて述べてきたが、
ここでは更にAMAZON.COM[32]のビジネスモデ
ルについて述べる。AMAZON.COMは世界最大
のショッピングサイトで、読者の中にも一度は
利用した人が多くいるであろう。AMAZON.
COMのビジネスモデルとしては、ショッピン
グサイトのプラットフォーム化を実現し、出展
する各企業に対して出展料を徴収するという仕
組みである。インターネットを用いてショッピ
ングをするなら「ここ」という印象、つまりプ
ラットフォームをユーザに提供して、獲得した
ユーザ数を背景に企業からの出展を促し、利益
を得るという仕組みである。そのための工夫と
して、ワンストップショッピング、つまり
AMAZON.COMに行けば、何でも求めるものが
手に入るという環境を実現している。また、形
成したプラットフォームを利用して、逆に
AMAZON.COM側から動画の視聴などの新たな
サービスをユーザに提供するビジネスも展開し
ている。日本でも、楽天株式会社が運営する楽
天市場などがこのビジネスモデルを提供してい
る。

5.2　�LINEにおけるプラットフォー
ムビジネス

5.2.1　LINEニュース
LINEのユーザ数が多くなり、その影響が大

きくなればなるほど、LINEニュースなどの読
者も多くなってくる。SNSによる情報収集の場
合、ある特定のSNSの情報のみを見て、他の
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SNSやニュースなどの情報をほとんど見ない
偏った情報収集を行ってしまう傾向にある[33]。
このような状況のもと、商品などをLINEで取
り上げてもらった場合の効果は絶大なものとな
る。そこで、広告戦略として、多額の代金を投
じてもLINEを用いた広報は十分に見合うもの
と判断する企業が今後増加するのではないかと
考えられる。ユーザ数こそLINEの大きな力に
なるものと考えられる。

5.2.2　分析ツール
ユーザの動向などを分析するアプリケーショ

ンにGoogle Analytics[34]がある。対象のWebペー
ジをどの年代のユーザが見ているかや性別など
について分析をして、商品の開発や広報戦略に
活かすのである。Google Analyticsの場合は、
クッキーと呼ばれるブラウザの閲覧に関する情
報を分析して、現在Webを閲覧しているのがど
の地域のどのユーザかを判断する。LINEにお
いても、LINEの見解として、ユーザの同意の
もと、キャラクタなどの使用状況などの情報を
適宜取得するとしている[16]。これを取得すれ
ば、年代別にどのようなものに興味があるかな
どの情報を得ることができる。この情報をまと
めて、販売業者などに提供すれば、大きな利益
になると考えられる。分析で全体の消費傾向な
どを分析するのは勿論、ユーザが多く、囲い込
みが進めば、新たなトレンドを作り出すことも
可能である。

一方で、通信情報のこのような活用方法に
は、危険も伴う。多くのユーザを囲い込んでし
まえば、意図する方向へ大衆を導くことも可能
となる。特に、現在の若者の傾向として、自分
が好むニュースのみを選択して見るということ
が言われている。これは、SNS世代の特徴でも
あり、インターネットの負の面とも言うことが
できる。ある政権を支持する人が、その政権の
意向に沿ったニュースのみを見て、政権に批判
的なニュースからは、目をそらし、結果として
正しい情報を得ることができないまま、重要な
判断をしてしまう傾向にあるというのもその一

例である。日本においても、インターネットに
おいては、自分に心地の良い情報のみを見て、
自分と意見が異なる情報を排除する傾向にある
と言われている。この意味で、ユーザ数が多く
なればなるほど、インターネットメディアの担
う責任は重要なものになっていくと考えられ
る。LINEにおいては、日本において、 2 章で
述べた通り、利用者数が7,600万人で日本人の
約 6 割が利用しており、主要インフラの地位を
獲得したと考えられる。それだけに、その責務
は大変大きい。テレビやラジオなど影響が大き
なメディアが放送法により、中立公正を義務付
けられているように、今後、LINEにも中立公
正な運用が求められると考えられる。テレビや
ラジオが国民共通の資産である電波を使用して
いるということに根拠を置いて中立公正が求め
られているように、インターネットという全世
界の人々の共通資産を利用している以上、
LINEにも中立公正が求められるべきであると
考えられる。

5.2.3　LINE Pay
中国最大のインターネットグループであるア

リババ[35]がAlipay[36]という電子決済システムを
導入し、中国では多くの人が利用している。
Alipayは電子マネーの一種であるが、決済時に
直接口座から引き落とされる、デビットカード
のような機能や友達に送金することができる機
能をもつ。小額から利用できるため、中国で
は、普及が進み、多くの人がこのシステムを利
用している。日本でもインバウンドの便宜を図
り、このAlipayが利用できる店舗が増えている。
更に、AppleもApple Pay[37]でこの市場に参入し
つつある。このような中、LINEにおいても、
LINE Pay[38]という決済システムを導入しつつあ
る。仕組みはAlipayと似ているが、銀行口座か
ら直接引き落とすことはできず、一旦LINEの
専用口座に送金する必要がある（図 1 ）。
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一旦LINEの専用口座に送金するLINEの方式
（LINE方式）では、予め使う金額の上限を設定
することができる（LINE専用口座への送金額）
ため、使った実感がなく、使い過ぎてしまうと
いう心配を払拭することができると考えられ
る。また、他人から直接銀行口座をいじられる
というセキュリティ面での不安も一般の銀行口
座とは別にLINE専用口座を設定することによ
り、払拭することができるものと考えられる。
上記はいずれもユーザ側の不安を解消して使用
を促進するための方策であるが、LINEでは現
在、LINE Payについて、店側にも、ある一定の
取引に関しては 3 年間（2018年 8 月 1 日～2021
年 7 月31日）手数料を無料するなどして[39]利用
促進を促している。このようにすることによっ
て、特定分野のプラットフォームの獲得に留ま
らず、商品購入から支払いまで、将来のキャッ
シュレス時代における統合的なプラットフォー
ム（図 2 ）を見据えて、大きな市場の獲得を目
指している。

5.3　プラットフォームビジネスの課題
上述のように、LINEは、今後、コンテンツ

ビジネスからプラットフォームビジネスに軸足
を移すと考えられる。軸足を移すというより
は、初めからプラットフォームビジネスを目標
にしていたと考えられる。ここでプラット
フォームビジネスについて触れておく。今井
ら[ 7 ]は、プラットフォームビジネスについて、

「誰もが明確な条件で提供を受けられる商品や
サービスの供給を通じて、第三者間の取引を活
性化させたり、新しいビジネスを起こす基盤を
提供したりする役割を私的なビジネスとして
行っている存在」と定義し、竹田ら[ 8 ]は、「消
費者に対し通信会社が提供している、電話会
社、運送会社、クレジットカード会社などの総
合的なサービス」と定義している。また根来
ら[ 9 ]は、「第三者間のコミュニケーションに介
在し、インターネットコマースを活性化させる
私的ビジネス」と定義している。また、根来ら
は上記の 3 つの定義を総合して、プラット
フォームビジネスを「協業を促す「場」を提供
するビジネス」ともしており[40]、本稿でもプ
ラットフォームビジネスの定義としてこれを採
用するものとする。5.1章でも述べた通り、
GoogleやFacebook、AMAZON.COMの例で証明
されているが、プラットフォームビジネスは、
プラットフォームを形成するまでにはほとんど
利益を生まないが、一旦プラットフォームを形
成してしまえば、そこから大きな利益を生む可
能性が広がる。現在の代表的なプラットフォー
ムビジネスは、獲得したユーザを背景に広告掲
載料から利益を得るモデルや店舗の出展料から
利益を得るモデルが多くみられる。しかし、将
来、他の展開も大いに期待できる。

プラットフォームビジネスは、プラット
フォームを得ていることが最大のポイントであ
る。プラットフォームの要素に特定のコン
ピュータのようなハードウエアを含んでいる場
合には、多額の置き換えのための費用（スイッ
チングコスト）が掛かるため容易にプラット
フォームの置き換え（リプレイス）は起こらな

図 1 　AlipayとLINE Payの支払い方法

Figure 1  Payment of Alipay and LINE Pay

図 2 　統合的なプラットフォーム

Figure 2  Integrated Platform
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いと考えられるが、ショッピングサイトや検索
エンジン、SNSのようなWeb上のサイトの場合
には、ほとんどスイッチングコストが掛からな
いため、ユーザからそのプラットフォームが支
持され続けなければ、他のプラットフォームに
容易に置き換わってしまう可能性がある。そこ
でGoogleでは、ユーザが求めるものを検索結果
として表示できるよう検索エンジンの改良を
日々重ねたり、広告主に対しては、キーワード
広告などの検索連動型広告を開発したりして、
常にユーザが満足するための工夫を怠らない。
また、LINEにおいても、コンテンツに対する
審査を厳しくするなどの努力をしている。

このようにプラットフォームビジネスを成功
させるためには、常に獲得したユーザを満足さ
せるプラットフォームを提供する工夫をしなが
ら、ユーザや店舗出店者などとの間の信頼関係

（エンゲージメント）を構築するように努める
必要がある。

今後、LINE Payなどの電子決済システムの普
及とともに、クレジットカード決済など今まで
外部に委託していた商品の購入時の決済などに
ついても、プラットフォーム内で行えるように
なり、店舗の出展、広告から決済まで一貫した
システムの構築が進むものと考えられ、プラッ
トフォームビジネスの更に大きな市場としての
展開が期待される。

6　まとめ

本稿では、現在日本で7,600万人の利用者を
持ち、日本の総人口の59.9%が利用している無
料通信アプリであるLINEについて、どのよう
なサービスを提供し、どのようなビジネスモデ
ルによって収益を得ているのかを分析した。更
には、現在だけではなく将来に向けてどのよう
な展望を抱いていているのかを著者独自の視点
から考察した。その結果、現在、スタンプや
キャラクターグッズの販売、最近ではLINEの
通信技術とAI技術を統合したスマートスピー
カーの販売などコンテンツビジネスを展開して

いるが、将来的には獲得したユーザを背景にし
たプラットフォームビジネスを目指しているの
ではないかということを指摘した。Googleや
Facebookは無料でサービスを提供し、多くの
ユーザを獲得した。これにより、Googleであれ
ばキーワード検索の、Facebookであれば情報発
信のプラットフォームとなり、大きな収益を手
にした。LINEもメッセージ交換という分野に
おいてのプラットフォームになることによっ
て、そこに存在する多くのユーザを背景に大き
なビジネスを展開することを目指しているので
はないかという著者独自の考察を示した。ま
た、ショッピングサイトや検索エンジン、SNS
のようなWeb上のサイトの場合、ハードウエア
が介在する場合と比べて、プラットフォームの
スイッチングコストが小さいため、利用者や企
業などとの信頼関係を構築する工夫を常にしな
ければ、プラットフォームが容易に他者に置き
換わってしまう、リプレイスの危険性があるこ
とについても指摘した。更に、AplipayやApple 
Payといった新たな決済システムが普及しつつ
あることを指摘し、LINEにおいてもLINE Pay
を市場に導入しつつあることを紹介した。これ
により、広告、販売から決済までの流通システ
ムを統合したプラットフォームの獲得という個
別分野のプラットフォームとは比べ物にならな
いほど大きな市場の獲得を目指しているといっ
た考察も示した。

今後、LINEが、獲得したプラットフォーム
をどのように活かしてビジネスを展開して行く
か注目して行く予定である。また、獲得したプ
ラットフォームのリプレイスを防ぐためにどの
ような工夫をして行くのかについても合わせて
注目して行く予定である。
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